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表１　母子保健法制定までの主な母子保健施策の経緯
開始年 施策（根拠法など） 関連事項

昭和12（1937）年 保健所における妊産婦と乳幼児の保健指導（保健所法） 保健所法制定
日華事変勃発

昭和15（1940）年 　 国民体力法制定

昭和16（1941）年 乳幼児の一斉診査（予算） 人口政策確立要綱制定
第二次世界大戦開戦

昭和17（1942）年 乳幼児体力検査・乳幼児体力手帳・保健指導（国民体力法）
妊産婦手帳制度（規程：予算） 　

昭和20（1945）年 　 第二次世界大戦終戦
昭和22（1947）年 児童福祉法制定

昭和23（1948）年 妊産婦・乳幼児保護者に対する保健指導，乳幼児の健康診査，妊娠
の届出・母子手帳交付（児童福祉法） 　

昭和26（1951）年 身体障害児の療育指導，補装具の交付（児童福祉法） 　
昭和29（1954）年 育成医療の給付（児童福祉法） 　

昭和33（1958）年 低体重児の届出，未熟児訪問指導，養育医療の給付（児童福祉法）
母子健康センター整備補助（予算） 　

昭和34（1959）年 療育の給付（児童福祉法） 　
昭和36（1961）年 ３歳児健康診査，新生児訪問指導（児童福祉法） 　
昭和37（1962）年 妊娠中毒症医療援助と保健指導（予算） 　

昭和40（1965）年 　 母子保健法制定
（昭和41（1966）年施行）
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Ⅰ．はじめに

　母子保健法（以下「本法」という。）が制定されるまでの我が国の母子保健施策の
経緯を表１に示すが，その始まりは，感染症対策である伝染病予防法（明治30（1897）
年）・予防接種法（昭和23（1948）年）や貧困対策である恤救規則（明治７（1874）年）・
母子保護法（昭和12（1937）年）などを除き，昭和12（1937）年保健所法の制定により
保健所で母子保健に取り組むことが明記されたこととするのが一般的であると考え
る。その後，昭和23（1948）年に施行された児童福祉法に基づき児童福祉行政の一環
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として妊産婦・乳幼児を対象とした保健対策が講じられ，拡充が図られてきたが，昭
和30年代においても妊産婦死亡率が先進諸国に比べて高率に止まるなどの状況が
あったことから，健全な児童の出生及び育成の基盤となるべき母性の保健について対
策の充実強化が求められ1～5），昭和40（1965）年に本法が制定，昭和41（1966）年に施行
されてから50年が経過した。
　本研究は，本法の制定から平成28（2016）年改正までの経緯を明らかにし，今日に
おける課題について考察することを目的とする。

Ⅱ．対象・方法

　医制百年史1），厚生省五十年史2），四訂母子保健法の解釈と運用3），入手可能であっ
た厚生省・厚生労働省関係通達・通知，その他の関係資料4，5）などにより，本法制定
時及びその後の改正の政策意図などを検討する。

Ⅲ．結果

１．制定時の状況 1～3）

　本法制定前においては，母子保健施策は主として児童福祉法に基づき行われていた
が，妊産婦以外の未婚の女子などの母性の健康の保持増進については対象とされてい
なかった。一方，図１に妊産婦死亡率などの推移を示すが，当時妊産婦死亡率は先進
国の数倍に及び乳幼児の死亡率なども地域的格差が大きい等の課題が残されており，
特に健全な児童の出生及び育成の基盤となるべき母性の保健について対策の充実強化
が求められていた。そこで，児童福祉施策の一部であった母子保健施策が，母性の尊
重や乳幼児の健康の保持増進等，新たに明らかにされた「母子保健の理念」に基づい
て，総合的体系的に整備される形で本法が制定された。なお，関係団体などは母性保
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表２　母子保健法制定時の概要

目的
母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図るため，母子保健に関する原理を明らかにするとともに，
母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導，健康診査，医療その他の措置を講じ，もって国民保健の向上に寄
与すること

母
子
保
健
の
原
理

母子保健の
理念

○ 母性の尊重
　母性は，すべての児童がすこやかに生まれ，かつ，育てられる基盤であることにかんがみ，尊重され，か
つ，保護されなければならない。
○ 乳幼児の健康の保持増進
　乳児及び幼児は，心身ともに健全な人として成長してゆくために，その健康が保持され，かつ，増進されな
ければならない。
○ 母性及び保護者の努力
・ 母性は，みずからすすんで，妊娠，出産又は育児についての正しい理解を深め，その健康の保持及び増進に
努めなければならない。
・ 乳児又は幼児の保護者は，みずからすすんで，育児についての正しい理解を深め，乳児又は幼児の健康の保
持及び増進に努めなければならない。

国及び地方
公共団体の
責務

○ 国及び地方公共団体は，母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に努めなければならない。
○ 国及び地方公共団体は，母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に関する施策を講ずるに当たって
は，その施策を通じて，母子保健の理念が具現されるように配慮しなければならない。

用語の定義

○ 妊産婦：妊娠中又は出産後１年以内の女子
○ 乳児：１歳に満たない者　　　　○幼児：満１歳から小学校就学の始期に達するまでの者
○ 新生児：出生後28日を経過しない乳児
○ 未熟児：身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって，正常児が出生時に有する諸機能を得るに至るまで
のもの

市町村長の協力 市町村長は，この法律に規定する都道府県知事の権限に属する母子保健に関する事務について，必要な協力を
する。
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護に関する単独法である「母性保護法」の制定を想定していた4，5）が，「母子保健法」
となったことについて，中央児童福祉審議会「母子保健福祉施策の体系化と積極的な
推進について（昭和39年12月17日）」（以下，「中央児童福祉審議会報告」という。）
では次のとおり記載されている。

　「児童福祉法には妊娠前の母性に対する施策，受胎調節指導等は，とり入れ難い。」
　「母性保健法ともいうべき法を別個に制定すべきであると云う考え方もあるが，「母
性」という概念をどの範囲に法律上規定すべきかについて必ずしも明確な結論を下
し得ない」

　「現在実施されている母子保健事業を充実し，母子一体の原則に基づき，妊娠中か
らの保健指導，出産，新生児指導，育児指導等一連の体系的な施策とこれに伴う一
貫性ある保健指導を実施するのが，母子双方の健康の保持増進の上からみて望まし
いことであると考えられる。」

　「母性保健の重要性にかんがみ，母性に関する保健事業の充実のための立法措置を
必要とすることとなるので，従来不十分であった母性保健に関する対策を基軸と
し，児童福祉法からは，母子一体の原則にもとづき，乳幼児期までの保護対策のみ
を抜き出し，児童福祉法の精神を失うことなく，母子保健法とでもいうべき単独法
を制定するのが，妥当であろうと考えられる。」

　本法制定時の概要を表２に示す。またこれらの施策について，児童福祉法から移行
した事項と新規事項を表３に示す。
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表３　母子保健法制定時の法律事項

児童福祉法から移行した事項 母子保健法制定時の新規事項
・ 妊娠の届出，母子健康手帳（母子手帳の
改称）の交付
・ 妊産婦・乳幼児の保護者に対する保健指
導，新生児訪問指導
・ ３歳児健康診査，乳幼児健康診査
・ 低出生児の届出，未熟児訪問指導
・ 養育医療

・ 母子保健の原理（母子保健の理念，国・地
方公共団体の責務）

・ 知識の普及
・ 妊産婦健康診査
・ 妊産婦訪問指導，妊娠中毒症等医療援助
・ 栄養摂取援助 *
・ 母子保健施設（母子健康センター）設置*

*市町村を実施主体とする。

母子保健の向上
に関する措置

○ 知識の普及
　都道府県知事（保健所を設置する市にあっては市長）は，妊娠，出産又は育児に関し，相談に応じ，必要な
指導及び助言を行う等により，母子保健に関する知識の普及に努めなければならない。
○ 妊娠の届出，母子健康手帳の交付
・ 妊娠した者は，すみやかに，保健所を設置する市においては保健所長を経て市長に，その他の市町村（特別
区を含む）においては市町村長に妊娠の届出をするようにしなければならない。

・ 市町村長（保健所を設置する市の市長を除く。）は，妊娠の届出を受理したときは，すみやかに，その旨を
保健所長を経て都道府県知事に報告しなければならない。

・ 都道府県知事（同上。特別区にあっては区長）は，妊娠の届出をした者に対して，母子健康手帳を交付しな
ければならない。

・ 妊産婦は，医師，歯科医師，助産婦又は保健婦について，健康診査又は保健指導を受けたときは，そのつ
ど，母子健康手帳に必要な事項の記載を受けなければならない。乳児又は幼児の健康診査又は保健指導を受
けた当該乳児又は幼児の保護者についても，同様とする。

・ 母子健康手帳に関し必要な事項は，厚生省令で定める。
○ 保健指導，新生児訪問指導
・ 都道府県知事（保健所を設置する市にあっては市長）は，妊産婦又は乳児若しくは幼児の保護者に対して，
妊娠，出産又は育児に関し，必要な保健指導を行い，又は保健指導を受けることを勧奨しなければならない。
・ 上記において，都道府県知事（同上）は，当該乳児が新生児であって，育児上必要があると認めるときは，
保健婦等をして当該新生児の保護者を訪問させ，必要な指導を行わせる。

○ 健康診査
・ 都道府県知事（同上）は，３歳児に対して，健康診査を行わなければならない。
・ 上記の健康診査のほか，都道府県知事（同上）は，必要に応じ，妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して，健
康診査を行い，又は健康診査を受けることを勧奨しなければならない。

○ 栄養の摂取に関する援助
　市町村（特別区を含む）は，妊産婦又は幼児に対して，栄養の摂取につき必要な援助をするように努める。
○ 妊産婦の訪問指導等
・ 都道府県知事（同上）は，健康診査の結果に基づき，当該妊産婦の健康状態に応じ，保健指導を要する者に
ついては，保健婦等をして，その妊産婦を訪問させて必要な指導を行わせ，妊娠又は出産に支障を及ぼすお
それがある疾病にかかっている疑いのある者については，医師又は歯科医師の診療を受けることを勧奨する。
・ 都道府県又は保健所を設置する市は，妊産婦が前項の勧奨に基づいて妊娠又は出産に支障を及ぼすおそれが
ある疾病につき医師又は歯科医師の診療を受けるために必要な援助を与えるように努めなければならない。

○ 低体重児の届出，未熟児訪問指導
・ 体重が2,500g以下の乳児が出生したときは，その保護者は，すみやかに，その旨をその乳児の現在地の都
道府県知事（同上）に届け出なければならない。

・ 都道府県知事（同上）は，その都道府県（その市）の区域内に現在地を有する未熟児について，養育上必要
があると認めるときは，医師，保健婦，助産婦又はその他の職員をして，その未熟児の保護者を訪問させ，
必要な指導を行わせる。

○ 養育医療
・ 都道府県知事（同上）は，養育のため病院又は診療所に収容することを必要とする未熟児に対し，その養育
に必要な医療の給付を行い，又はこれに代えて養育医療に要する費用を支給することができる。

○市町村長への委任
・ 都道府県知事は，その権限に属する事務（未熟児訪問及び養育医療の給付に関する事務を除く。）を市町村
長に委任することができる。

・ 都道府県は，上記の規定により委任を受けて市町村長が行う保健指導及び健康診査に要する費用を負担する
ものとする。

母子保健施設
・ 市町村（特別区を含む）は，必要に応じ，母子健康センターを設置するように努めなければならない。
・ 母子健康センターは，母子保健に関する各種の相談に応ずるとともに，母性並びに乳児及び幼児の保健指導
を行い，又はこれらの事業にあわせて助産を行うことを目的とする施設とする。

中島正夫／母子保健法に関する一考察
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　「母性」については本法で定義されていないが，女性の妊娠，出産及び育児の機能
に着目した概念とされている。厚生省児童家庭局長通知「母性，乳幼児の健康診査及
び保健指導に関する実施要領（昭和41年10月21日児発第688号）」では，「母性」の
範囲について「思春期前後」から「更年期未満」を想定していると考えられる。な
お，本法が対象としている「子」は「乳児及び幼児」である。
　本法では，母子保健の理念として，母性及び乳幼児の保護者は，みずからすすんで
母子保健に関する知識の習得並びに母性及び乳幼児の健康の保持及び増進に努めるべ
きことが定められた。これは，特に母性及び乳幼児の場合は心身の変化が微妙である
ことから，その健康の保持増進には自発性が強く要請されることを踏まえたものとさ
れている（厚生事務次官通達「母子保健法の施行について（昭和41年３月７日児発
第22号）」）。
　市町村に設置に関する努力義務を課した「母子健康センター」とは，母と子の生活
の場と密着する市町村が妊産婦及び乳幼児の保健指導，受胎調節指導，栄養指導，母
親学級の開催などを行う中核施設であるとともに，衛生的で安全な施設分娩の普及を
目的とした助産施設であった。
　なお，政府原案では，事業の実施主体を原則として市町村とし，費用は一般財源化
することとしていた。その趣旨について，中央児童福祉審議会報告では次のとおり記
載されている。

　「母子保健事業は，従来主として保健所を中心として行なわれてきたが，その指導
の対象は，すべての市町村のすみずみまであまねく分散しており，しかも手近かな
ところで随時即応的な指導を行なうことを本質とするものである。このような住民
の健康生活に直結したキメの細かい保健指導は，平均10万人をこえる人口と広範
な地域を管轄している保健所では，現在すでに伸び悩みの状態にあり，むしろ住民
福祉に関する直接の責任者である市町村が実施することが効果的であり，望ましい
姿であると考えられる。このことは，さきに発表された行政事務の再配分に関する
臨時行政調査会の改革意見にも示されたところである。したがって，市町村単位の
母子健康管理態勢の確立をはかり，保健所は，これに対して全般的な企画調整や必
要な技術的援助を行なうほか，未熟児対策のような特殊な分野を担当する等その体
系を早急に確立すべきである。」

　「市町村への事務移譲に伴なう財政措置については，国としても充分な配慮をなす必
要があるが，事業の性格や市町村における事務運営上の観点から補助金よりは地方
交付税で措置することが適当であると考えられる。この場合，必要にして十分な事
業費及び人件費を基準財政需要額に算定し，交付税の率の引上げを図る必要がある。」

　しかし，国会審議の中で，当時の市町村には委譲する事業を実施する財政力や人的
資源などが十分ではないと判断され，当該事業は児童福祉法で規定されていたとおり
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都道府県・保健所がこれを担うこととする修正が行われた。この時点で実施主体を市
町村とした事業は，「栄養の摂取に関する援助」及び「母子健康センターの設置」の
みであった。しかし，将来への含みを残すため，事業の実施に係る協力や委託に関す
る規定が盛り込まれた。その意図について，厚生事務次官通達「母子保健法の施行に
ついて（昭和41年３月７日児発第22号）」では次のとおり記載されている。

　「母子保健施策なかんずく保健指導等の一般的事業は，その性格からみて地域住民
の日常生活に極めて密着しているので，その実施範囲を小地域に区分して行なうこ
とがより効率的であることはいうをまたない。それゆえ，本法においては，市町村
長（特別区の区長を含む）は都道府県知事が行なう母子保健施策について積極的に
協力するものとするとともに，将来において，市町村（特別区を含む。）の母子保健
施策の実施体制が整備され次第，政令の定めるところにより，都道府県知事が実施
する母子保健事業の一部を市町村長に委任することができるとされたものである。」

２．その後の法改正など1～3）

　本法制定後の主な関連予算事業と法改正などの経緯を表４に，また本法の現在の概
要を表５に示す。
　この間，母子保健施策に関する予算事業として，昭和52（1977）年に一歳６か月健
康診査が実施主体を市町村として開始された。また，関連する動きとして，昭和53

（1978）年から開始された「第一次国民健康づくり対策」の中で，予算事業として市町
村保健センターを10年計画により全国で設置することとなった。さらに，昭和58

（1983）年に施行された老人保健法では事業の実施主体は市町村とされ，市町村保健セ
ンターを事業実施の拠点と位置づけ，国民健康保険保健婦を市町村保健婦として配置
するとともに計画的に増員が図られることになった。
　このような流れの中で，平成３（1991）年の本法の改正（平成４（1992）年施行）で
は，知識の普及を市町村にも義務づけるとともに母子健康手帳の交付事務が市町村に
委譲された6）。そして，地域保健法制定時に行われた平成６（1994）年改正において，
昭和40（1965）年政府原案の基本方針どおり，母子保健施策のうち住民に身近で頻度
が高い事業の実施主体は市町村とする整理が行われ，平成９（1997）年に施行された。
その後，平成23（2011）年改正（平成25（2013）年施行）により，「低体重児の届出」，
「未熟児の訪問指導」及び「養育医療」が市町村に委譲されたことにより，本法に基
づく母子保健施策は原則として市町村が実施することとなった。
　平成28（2016）年には，児童虐待防止対策の拡充に関する一連の法改正が行われ，
本法の「母子保健の原理」中「国及び地方公共団体の責務」に国・地方公共団体は，
母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発見に資することに留意すべきことが明確
化された（同年施行）。また，「母子健康センター」を改め，市町村は妊娠期から子育
て期までの切れ目ない支援を提供する「子育て世代包括支援センター（法律では「母
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表４　母子保健法制定後の主な関連予算事業・法改正などの経緯

開始・改正年 施行年 主な内容
昭和51（1976）年 乳児保健相談事業（予算：市町村事業；翌年「妊産婦乳児保健相談事業」に拡充）
昭和52（1977）年 １歳６か月健康診査（予算：市町村事業）
昭和53（1978）年 第一次国民健康づくり対策（予算：市町村保健センターを10年計画により全国に設置）

昭和57（1982）年 昭和58（1983）年
老人保健法：事業の実施主体は市町村
　　　　　　市町村保健センターを保健事業実施の拠点と位置づけ
その他： 国民健康保険保健婦を市町村保健婦として配置・保健婦の計画的増員

平成３（1991）年 平成４（1992）年
【法改正】
○ 母子保健に関する知識の普及を都道府県のみならず，市町村にも義務づけ
○ 母子健康手帳の交付事務を市町村に委譲（省令：母子健康手帳の構成の抜本改正）

平成６（1994）年

平成６（1994）年

【法改正】
○ 国及び地方公共団体は，妊産婦及び乳幼児に対し高度な医療が提供されるよう，必要な医
療施設の整備に努めなければならない
○ 国は，母性及び乳幼児の健康の保持増進に必要な調査研究の推進に努めなければならない
○ 母子保健事業の体制整備のための所要の規定の整備
・ 都道府県は，市町村相互間の連絡調整を行い，及び市町村の求めに応じ，必要な技術的援
助を行う
・ 母子保健事業の実施に当たっての学校保健及び児童福祉対策との連携等

平成７（1995）年 【法改正】
○ 低体重児の基準をWHOの定義に合わせて2,500g未満に改めた

平成９（1997）年

【法改正】
○ 妊産婦又は乳幼児の保護者に対する保健指導，新生児の訪問指導，３歳児健康診査，必要
に応じた妊産婦又は乳幼児に対する健康診査及び妊産婦の訪問指導を市町村に委譲
○ 市町村の行う健康診査の対象に１歳６か月児を加える
○ 妊娠，出産又は育児に関する保健指導の対象者に妊産婦の配偶者を加える

平成23（2011）年 平成25（2013）年 【法改正】
○ 低体重児の届出，未熟児の訪問指導及び養育医療を市町村に委譲

平成28（2016）年

平成28（2016）年
【法改正】
○ 国及び地方公共団体は，母子保健施策を講ずるに当たっては，当該施策が乳幼児の虐待の
予防及び早期発見に資するものであることに留意すること

平成29（2017）年

【法改正】
○ 市町村は，母子保健に関し，支援に必要な実情の把握等を行う「子育て世代包括支援セン
ター」※を設置するように努めなければならない
※法律上の名称は「母子健康包括支援センター」

表５　母子保健法の概要

目的
母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図るため，母子保健に関する原理を明らかにするとともに，
母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導，健康診査，医療その他の措置を講じ，もって国民保健の向上に寄
与すること

母
子
保
健
の
原
理

母子保健の
理念

○ 母性の尊重
　母性は，すべての児童がすこやかに生まれ，かつ，育てられる基盤であることにかんがみ，尊重され，か
つ，保護されなければならない。
○ 乳幼児の健康の保持増進
　乳児及び幼児は，心身ともに健全な人として成長してゆくために，その健康が保持され，かつ，増進されな
ければならない。
○ 母性及び保護者の努力
・ 母性は，みずからすすんで，妊娠，出産又は育児についての正しい理解を深め，その健康の保持及び増進に
努めなければならない。
・ 乳児又は幼児の保護者は，みずからすすんで，育児についての正しい理解を深め，乳児又は幼児の健康の保
持及び増進に努めなければならない。

国及び地方
公共団体の
責務

○ 国及び地方公共団体は，母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に努めなければならない。
○ 国及び地方公共団体は，施策を講ずるに当たっては，当該施策が乳児及び幼児に対する虐待の予防及び早期
発見に資するものであることに留意するとともに，その施策を通じて，母子保健の理念が具現されるように
配慮しなければならない。
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子健康包括支援センター」）を設置するよう努めるものとされた（平成29（2017）年４

月施行）。
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用語の定義

○ 妊産婦：妊娠中又は出産後１年以内の女子
○ 乳児：１歳に満たない者　　　　　　○幼児：満１歳から小学校就学の始期に達するまでの者
○ 新生児：出生後28日を経過しない乳児
○ 未熟児：身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって，正常児が出生時に有する諸機能を得るに至るまで
のもの

都道府県の
援助等

都道府県は，この法律の規定により市町村が行う母子保健に関する事業の実施に関し，市町村相互間の連絡調
整を行い，及び市町村の求めに応じ，その設置する保健所による技術的事項についての指導，助言その他当該
市町村に対する必要な技術的援助を行う。

連携及び調
和の確保

都道府県及び市町村は，この法律に基づく母子保健に関する事業の実施に当たっては，学校保健安全法，児童
福祉法その他の法令に基づく母性及び児童の保健及び福祉に関する事業との連携及び調和の確保に努めなけれ
ばならない。

母子保健の向上
に関する措置

○ 知識の普及
・ 都道府県及び市町村は，妊娠，出産又は育児に関し，相談に応じ，必要な指導及び助言を行い，並びに地域
住民の活動を支援すること等により，母子保健に関する知識の普及に努めなければならない。

○ 妊娠の届出，母子健康手帳の交付
・ 妊娠した者は，速やかに，市町村長に妊娠の届出をするようにしなければならない。
・ 市町村は，妊娠の届出をした者に対して，母子健康手帳を交付しなければならない。
・ 妊産婦は，医師，歯科医師，助産師又は保健師について，健康診査又は保健指導を受けたときは，その都
度，母子健康手帳に必要な事項の記載を受けなければならない。乳児又は幼児の健康診査又は保健指導を受
けた当該乳児又は幼児の保護者についても，同様とする。

・ 母子健康手帳の様式は，厚生労働省令で定める。
○ 保健指導，新生児訪問指導
・ 市町村は，妊産婦，その配偶者又は乳幼児の保護者に対して，妊娠，出産又は育児に関し，必要な保健指導
を行い，又は保健指導を受けることを勧奨しなければならない。

・ 上記において，市町村長は，新生児であって，育児上必要があると認めるときは，保健師等をして当該新生
児の保護者を訪問させ，必要な指導を行わせる。

○ 健康診査
・ 市町村は，１歳６か月児及び３歳児に対し，健康診査を行わなければならない。
・ 上記のほか，市町村は，必要に応じ，妊産婦又は乳幼児に対して，健康診査を行い，又は健康診査を受ける
ことを勧奨しなければならない。

○ 栄養の摂取に関する援助
　市町村は，妊産婦又は乳幼児に対して，栄養の摂取につき必要な援助をするように努める。
○ 妊産婦の訪問指導等
・ 健康診査を行った市町村の長は，その結果に基づき，当該妊産婦の健康状態に応じ，保健指導を要する者に
ついては，保健師等をして，その妊産婦を訪問させて必要な指導を行わせ，妊娠又は出産に支障を及ぼすお
それがある疾病にかかっている疑いのある者については，医師又は歯科医師の診療を受けることを勧奨す
る。

・ 市町村は，妊産婦が前項の勧奨に基づいて妊娠又は出産に支障を及ぼすおそれがある疾病につき医師又は歯
科医師の診療を受けるために必要な援助を与えるように努めなければならない。

○ 低体重児の届出，未熟児訪問指導
・ 体重が2,500g未満の乳児が出生したときは，その保護者は，速やかに，その旨をその乳児の現在地の市町
村に届け出なければならない。

・ 市町村長は，未熟児について，養育上必要があると認めるときは，保健師等をして，その未熟児の保護者を
訪問させ，必要な指導を行わせる。

○ 養育医療
・ 市町村は，入院することを必要とする未熟児に対し，その養育に必要な医療の給付を行い，又はこれに代え
て養育医療に要する費用を支給することができる。

○ 医療施設の整備
　国及び地方公共団体は，妊産婦並びに乳児及び幼児の心身の特性に応じた高度の医療が適切に提供されるよ
う，必要な医療施設の整備に努めなければならない。
○ 調査研究の推進
　国は，乳児及び幼児の障害の予防のための研究その他母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進のため
必要な調査研究の推進に努めなければならない。

母子保健施設

○ 母子健康包括支援センター
・ 市町村は，必要に応じ，母子健康包括支援センターを設置するように努めなければならない。
・ 同センターは，母子保健に関し支援に必要な実情の把握，相談，保健指導，関係機関との連絡調整，助産等
を行うことにより，母性並びに乳幼児の健康の保持増進に関する包括的な支援を行うことを目的とする施設
とする。

中島正夫／母子保健法に関する一考察
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Ⅳ．考察

　本法は「母性」と「乳児及び幼児」の健康の保持増進を図り，もって国民保健の向
上に寄与することを目的としており，母子保健の原理や理念を明確にし，母子保健の
基本法たろうと意図するものであったが，全体としては基本法とは言いがたく，児童
福祉法や学校保健安全法など関連する多くの法律と相まって，その目的を達成しよう
とするものである3）。その他の関連する現行の法律としては，児童虐待防止法，少子
化社会対策基本法，次世代育成支援対策推進法，子ども・子育て支援法，母体保護
法，感染症予防法，予防接種法，労働基準法，労働安全衛生法，育児・介護休業法，
男女雇用機会均等法，地域保健法，健康増進法，食育基本法，医療法，医療保険関係
法，障害者総合支援法，精神保健福祉法，発達障害者支援法などがある。制定当時，
母性保護に関する規定が不十分であるなどの批判があったが4），このような位置づけ
であることを踏まえれば，現在においては，「母性」と「乳児及び幼児」の健康の保
持増進を図るための本法での規定は，ほぼ満たされていると考える。一方で，近年課
題となっている子育て支援，児童虐待防止，特定妊婦（出産後の子どもの養育につい
て出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦）支援，思春期にある
子どもへの対応，神経発達症（発達障害）の特性がある子どもの早期の気づきと保護
者を含めた支援などの観点から，地域での関係機関・団体などが連携・協働した，当
事者に寄り添った，切れ目の無い，きめ細やかな施策の運用が求められていることは
当然である。これらのことを含め，地域において，母子保健対策が総合的・計画的に
推進されるためには市町村・都道府県レベルで「母子保健計画」が策定されることが
必須であると考える。
　本法制定前，中央児童福祉審議会報告では「市町村においては，共同保健計画（著
者注：保健所と市町村の役割分担を明確にするもの）等を通じて，保健所，福祉事務
所，医師会，歯科医師会，助産婦会等の専門機関，団体の参加協力が得られるようつ
とめる……必要がある。」と記載されていたが，法律上特段の規定は設けられなかっ
た。その後，平成６年改正時に，「連携及び調和の確保」として「 都道府県及び市町
村は，この法律に基づく母子保健に関する事業の実施に当たっては，学校保健安全
法，児童福祉法その他の法令に基づく母性及び児童の保健及び福祉に関する事業との
連携及び調和の確保に努めなければならない。」とされたが，「母子保健計画」の策定
に関しては法律で規定されず，平成８年に母子保健課長通知「母子保健計画の策定に
ついて（平成８年５月１日児母第20号）」で「市町村における母子保健計画策定指針」
を示し，市町村に対して母子保健計画を策定するよう行政指導するにとどまった。平
成12（2000）年，ヘルスプロモーションの理念に基づき国民運動計画として策定され
た「健やか親子21」は，国レベルの母子保健計画といえるが，このときも，母子保
健課長通知「市町村における母子保健計画の見直しについて（平成13（2001）年８月
２日雇児母発第46号）」で，「健やか親子21」の趣旨を踏まえた見直しを行うよう行
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表６　母子保健計画と関連する主な法定計画の状況

根拠法 計画名 義務規定
制定年

（計画に関す
る改正年）

施行年
（同左施行年）

健康増進法
市町村健康増進計画 努力義務

平成14年 平成15年
都道府県健康増進計画 義務

食育基本法
市町村食育推進計画

努力義務 平成17年 平成17年
都道府県食育推進計画

次世代育成支
援対策推進法

市町村行動計画 任意（子ども・子育て
支援法施行前は義務）

平成15年
（平成26年）

平成17年
（平成27年）都道府県行動計画

子ども・子育て
支援法

市町村子ども・子育て
支援事業計画

義務 平成24年 平成27年
都道府県子ども・子育
て支援事業支援計画

なし（局長通知）
市町村母子保健計画

なし 平成26年 ―
都道府県母子保健計画

中島正夫／母子保健法に関する一考察

政指導するにとどまった。
　前述した本法と関連する法律においては，対策を総合的・計画的に実施するため，
国レベルで基本計画，都道府県・市町村レベルで推進計画などの策定を義務づけてい
るものがあり，表６に母子保健計画と関連する法律に基づく主な計画に関する状況を
示す。この中で特に，平成15年に次世代育成支援対策推進法（以下，「次世代法」と
いう。）が制定された際，「母子保健計画」が法定事項でないため，その取扱いに大き
な混乱が生じることとなった。具体的には，平成15年６月18日母子保健課事務連絡
「母子保健計画と次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画の関係について」
において，次のとおり指示されるに至った。

　「市町村行動計画は「母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進」を対象とす
るものであり，従来の母子保健計画とその対象が重なること，また，市町村行動計
画は，従来の母子保健計画と異なり，すべての市町村が法律に基づき，その策定を
義務づけられるものであることから，平成17年度以降は，母子保健計画を市町村
行動計画の一部として位置付ける方針で検討を進めております」

　母子保健に関する対策を総合的・計画的に実施するための基本となる「母子保健計
画」を次世代法に基づく「行動計画」の一部に位置づけるということは，検討・記載
内容が制限を受けるなど，市町村における母子保健対策を後退させる恐れがあり，
「母子保健計画」が法定事項でなかったために生じた極めて遺憾な状況であった。
　その後，子ども・子育て支援法が平成24（2012）年度に制定，同27（2015）年４月に
施行される際，「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び「都道府県子ども・子育
て支援事業支援計画」の策定が義務化され，一方で次世代法に基づく「市町村・都道
府県行動」は任意化（できる規定）されたが，「子ども・子育て支援事業計画」には
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「母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進」に関する事項を含めるとは明記さ
れなかった。
　このような状況の下，平成26（2014）年に「健やか親子21（第二次）」が取りまとめ
られたことを受ける形で，雇用均等・児童家庭局長通知「母子保健計画について（平
成26年６月17日雇児発0617第１号）」により，「母子保健計画策定指針」が示され，
市町村及び都道府県の母子保健計画の策定・見直しの参考とするよう行政指導してい
る。その中で，他計画との関係について，つぎのとおり記載されている。

　「次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画及び都道府県行動計画につい
ては，母子保健に関する事項も盛り込むこととされていることから，これらの計画
と母子保健計画を一体的に策定しても差し支えない。ただし，その場合には，母子
保健計画に係る部分を取り出して状況把握，評価等が確実に行えるよう工夫するこ
とが必要である。また，子育て支援計画等と一体的に取り組むだけでなく，母子保
健の一義的な目的である，母子の生命を守り，母子の健康の保持・増進を図ること
を念頭においた計画づくりが求められる。」

　「母子保健計画」について，現時点において，これまでの経緯を振り返ってみると，
平成６（1994）年地域保健法制定の際に法定化されていればその後の混乱は発生しな
かったと考える。ちなみに，老人保健の分野では，平成２年の老人福祉法と老人保健
法の改正により，市町村及び都道府県老人保健福祉計画の策定が規定されていた（平
成５（1993）年４月１日施行）。今となっては極めて困難と考えるが，今後の法改正の
機会に，母子保健の基本法たろうと意図して制定された本法に「母子保健計画」の策
定に関する規定を加えることが期待される。
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